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研究成果の概要（和文）：知的財産法は効率性を追求する制度ではあるが、効率性の改善の度合を検

証することは困難であるとともに、情報の利用という他者の自由を制約することを正当化する必要があ

る。本研究はその一端を立法等の判断機関のプロセスの正統性に求めつつ、少数の者に集中した利益に

傾きがちな政策形成過程のバイアスを統御するプロセスと議論のあり方を提唱し、人々の納得という内

的視点を獲得しうる法制度に活路を求めるべきことを示唆した。

研究成果の概要（英文）：As the efficiency of intellectual property right is difficult to assess
and the tradeoffs between efficiency and the freedom become questioned, the justification
ultimately depends on the legitimization of the process based on political responsibility
through democratic decision making. However, considering the policy-making process is
structurally biased, it is necessary to seek a governing mechanism to correct the bias as
much as possible. In addition, by adopting a consequentialist theory, the scope of
fundamental freedom that must be ensured may become clarified. Finally this project
stresses on the importance to take into account also an internal perspective of human
behaviour to establish the efficacy of systems of intellectual property right.
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１．研究開始当初の背景
(1) 日本の知的財産法学の状況
日本の知的財産法学に関しては、もっとも

優れたものであっても、出来上がった立法に
民主的な正統性が備わっていることを黙示
的かつ無意識的な前提としつつ、条文の整合
性、体系性を保持する解釈論の展開に終始し
ているものがほとんどを占めている。また知

的財産法制度を通覧する総論も、滅多に展開
されることはない。
(2) 知的財産法制度の現実
しかし、実際の知的財産の法制度は、多国

籍企業に影響されたアメリカ合衆国主導の
国際政治の舞台で、先進国の日本ですら 1990
年代になって初めて到達しえた知的財産権
の保護の水準を途上国全般に押しつけよう
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とする TRIPs 協定に代表されるように、極め
て強力な知的財産権の保護が推進されてい
る。その結果、途上国はもとより先進国内部
でもユーザーの利益等が無視された過剰な
保護が立法化されることが少なくない。
(3) 望まれる研究の方法論
そのようななか、単なる解釈論ではなく、

立法論をも展開することができる知的財産
法の理論の構築が急務となっている。特に政
策形成過程のバイアスに流されず、望ましい
知的財産の保護を実現するための理論の構
築が喫緊の課題となっている。

２．研究の目的
(1) 最終的な目標
本研究は、情報正義という観点からみた場

合の知的財産権の正当化原理を探求すると
ともに、国際的な課題となっている知的コモ
ンズをいかに確保するかという問題と、遺伝
資源やフォークロアなどの伝統的知識の保
護はどうあるべきかという問題に対する提
言を行うことを目的とする。
(2) 総論の研究
知的財産法は、 有体物ではなく、情報の

利用行為を規制するものであるために、本来
的に他者の自由を制約する性質を有してお
り、法と経済学が拠って立つところの効率性
という尺度のみでは割り切れないところが
ある。
知的財産法の理論を完成させるためには

他者の自由を制約する権利を正当化しうる
とすればそれは何なのかという形で、正義論
を導入させる必要がある。情報正義論という
情報の利用行為特有の正義論を探求し、知的
財産法の理論を完成させること、それが本研
究の第一の目的となる。
(3) 各論の研究
くわえて、 社会文化にも関わる問題と

なっている知的コモンズの確保の問題と、国
際的な条約交渉の焦点となっている遺伝資
源、フォークロアなどの伝統的知識の保護の
問題は、効率性以外の視点を前面に出さない
とその解決が困難な喫緊の課題といえる。
本研究は情報正義論の適用場面としてこ

の二つの課題を各論に選び、情報正義論の具
体像を明らかにすることを第二の目的とし
ている。あわせて、これら各論の場面におけ
る検討の成果を総論にフィードバックさせ
ることにより理論に磨きをかけることも
狙っている。

３．研究の方法
(1) 総論
田村は、まず総論として、情報正義論と対

置されるものとして法と経済学や政策論の
観点から知的財産法を俯瞰することを試み
る議論を探求する作業から着手し、その後、

政策形成過程のプロセスという側面を取り
込むために公共選択論の関係に目を向ける。
そのうえで、こられの議論を取り入れたうえ
で、プロセス的な統御と帰結主義的な統御の
双方向から知的財産制度を構築する方法論
を展開する。最終的に、法哲学の議論も参酌
し、望ましい知的財産法制度の解明に努める。
(2) 各論その 1 各種知的財産法制度の研究
以上の総論的な研究を各論に応用すると

ともに、各論における研究を総論にフィード
バックするために、小島と連携しながら、特
許制度、著作権制度、商標制度等について具
体的な各論を検討する作業を進め、知的コモ
ンズの確保のための具体的な法制度を探る。
(3) 各論その 2 本研究の方法論が適用され
る限界の見極め
さらに本研究の方法論が出発点としては

知的財産制度の効率性を一つの軸としてい
ることを踏まえ、田上と連携して、伝統的知
識をめぐる国際的な動向をとりあげ、本研究
の打ち出す理論が採用している前提をあぶ
り出し、さらなる理論の深化を目指す。

４．研究成果
(1) 総論の成果
田村は、法と経済学と公共選択論の成果を

踏まえつつ、独自のプロセス正統化という観
点を加味した知的財産法政策学と題する理
論を構築した。
その構想は、① 知的財産権は人の自由を

制約する規制であって、自然権論で正当化す
ることは困難であり、インセンティヴの付与
による効率性の改善に依拠せざるをえない。
② しかし、効率性の尺度には争いがあり、
自由とのトレード・オフが問題となるほか、
効率性の改善の検証が困難である以上、最終
的には、民主的な決定等の政治責任によるプ
ロセス正統化に頼ることになる。③ もっと
も、政策形成過程には組織化されやすい大企
業の利益等が反映されやすい反面、組織化さ
れにくい私人の利益等は反映されにくいが
ために、知的財産権はともすれば過度に強化
されがちとなる。④ このバイアスを解消す
るために政策形成過程のガヴァナンス構造
を統御しつつ(ex.途上国の特許庁の連携や
クリエイティブ・コモンズの活動の推進)、
ロビイング耐性の強い立法を工夫し(ex.
ルールではなく、スタンダード志向によりロ
ビイングをかわす)、自由の確保のために司
法を活用することでプロセスの正統性を担
保するとともに、⑤ 効率性の観点からみて
望ましい制度を可能な限り解明するととも
に、確保すべき自由の領域を明確化する帰結
主義的な理論(ex.特許制度の舵取りの理論、
著作権法の第三の波の理論)を呈示すること
で、プロセスによる決定の裁量の枠を狭める、
というものである。



そのうえで、本研究により、情報正義論の
総論を構築した。ここにいう情報正義論とは、
① 知的財産における情報として観念されて
いる知的創作物なるものは人の行為と分かち
がたく、ゆえに知的創作物という情報に関す
る権利を認めることは他者の自由を制約する
ことにほかならず、当然に権利を設けるべき
であるとはいえないこと、② しかも、法によ
る規制のほか、市場による規制もありうるか
ら、知的創作物という情報の未保護領域があ
るからといってただちに立法による保護を創
設する必要はないこと、③ かりに立法すると
しても、可能な限り人の自由を制約せずに目
標を達成しうるような規制のポイントを探索
すべきであり、④ 政治的な責任を負わない司
法は、権利の創設には謙抑的であるべき、と
いうものである。
これらの知的財産法政策学、情報正義論は、

法と経済学、公共選択論、法哲学を組み合わ
せた学際的なものであり、国際的にみても、
従来にない独自の議論を構築しえたと自負し
ている。
(2) 各論の成果
各論の分野では、 田村と小島は、この方

法論に基づいて、一般不法行為による知財法
の補完、営業秘密、バイオテクノロジー、均
等論、多機能型間接侵害、消尽、情報契約、
著作権の制限、フェア・ユース、著作権の間
接侵害等々の論点に対して提言を行なった。
また、田村と田上は、方法論の限界を見極め
るために、多分化主義と生物多様性の確保と
いう立場から、伝統的知識と遺伝資源の保護
を論じ、先進国型の知的財産法が妥当しない
領域の確定を試みるとともに、国際社会にお
けるプロセス志向の解決を提唱した。
(3) 内外へのインパクト
田村は、本研究の成果を用い、国内では

2008 年に日本工業所有権法学会において各
論の特許発明の保護範囲(均等論、間接侵害、
消尽)に関する報告を、2009 年に著作権法学
会において情報性議論を、日米法学会におい
て各論の第三の波の理論を基にして、それぞ
れ総会ないしシンポジウムのコーディネー
ターを務めたほか、2008 年と 2010 年(予定)
には、私法学会のシンポジウムでも競争政策
と民法との関係や、不法行為と知財に関して
報告者を務めている。また、国外でも、欧米
4 大学(トゥルク大、ドレイク大、ルイビル大、
ミシガン州立大)と知財大学センター(ヘル
シンキ )の共催による国際知財シンポ
(2008.7.17～18 於フィンランド)において知
的財産法政策学に基づいて、またクリエイ
ティブ・コモンズ世界サミット(2008.7.29 於
札幌)において第三の波の理論に基づいて、
それぞれ基調講演者として招待されたほか、
多数の海外での講演に招待されている。さら
に、第三の波の論文によって WIPO(世界知的

所有権機関)の学術雑誌 WIPO Journal の創刊
号の論文執筆者に選ばれるなど(14 名中アジ
アからは 2 名、日本からは 1 名のみ)、めざ
ましい国際的な評価を得ている。この他、小
島も 2010 年に著作権と文化政策について国
際著作権法学会(ウィーン)で報告する予定
であること等に示されるように、本研究の成
果は内外で評価されている。
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